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１．都市農業の果たしている役割 
 （１）都市農業の多様な役割 

 ○ 都市農業は、①新鮮で安全な農産物の供給、②身近な農業体験・交流活動の場の提供、③災害時の防災空間の確保、④
やすらぎや潤いをもたらす緑地空間の提供、⑤国土・環境の保全、⑥都市住民の農業への理解の醸成といった多様な役割を
果たしている。 

新鮮で安全な農産物の供給 

○ 消費者が求める新鮮で安全な

農産物の供給、「食」と「農」に関

する情報提供等の役割 

 
 

災害時の防災空間 

○ 火災時における延焼の防止や

地震時における避難場所、仮設

住宅建設用地等のための防災

空間としての役割 

 
 

国土・環境の保全 

○ 都市の緑として、ヒートアイランド

現象の緩和、雨水の保水、地下

水の涵養等に資する役割 

都市農業の多様な役割 

１ 
 
 

農業体験・交流活動の場 

○ 都市住民や学童の農業体験・交

流、ふれあいの場及び農産物直

売所での農産物販売等を通じた

生産者と消費者の交流の役割 

心やすらぐ緑地空間 

○ 緑地空間や水辺空間を提供し、

都市住民の生活に「やすらぎ」や

「潤い」をもたらす役割 

 
 

都市住民の農業への理解の醸成 

○ 身近に存在する都市農業を通じ

て都市住民の農業への理解を醸

成する役割 
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○ 都市での農業生産は野菜が中心であり、消費地の中で鮮度の高い農産物が生産されている。 
○ 特に、特別区のこまつな、えだまめ、横浜市のこまつな、きゃべつ、カリフラワー、名古屋市のみつば等については、全国的に

見ても有数の産地となっている。 

○ 主要都市における農産物の部門別農業産出額の割合 

資料：農林水産省「生産農業所得統計（平成１８年）」 

 
  こまつな     特別区   横浜市 
 
  えだまめ     特別区   横浜市   名古屋市 
 
  きゃべつ     横浜市     特別区 
 
  みつば      名古屋市 
 
  カリフラワー   横浜市     特別区 
 
  シクラメン    横浜市      特別区 
 
  しゅんぎく      大阪市      名古屋市    特別区 
 
  ブロッコリー    特別区     名古屋市 

○ 主要都市における農産物産出額の全国順位 
                     

資料：農林水産省「生産農業所得統計（平成１８年）」 
注 ：全国1,817市町村（特別区を含む。）ごとの産出額の上位100位

以内に該当するもの。 

（２）新鮮で安全な農産物の供給 

こまつな（特別区） ２ 
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○ 生産現場の様子 



○ 生産された農産物は、消費地の中での生産という特性を生かし、農協・市場へ出荷されるだけでなく、個人への直売や直売所
を通じて流通している。（横浜市の例では、市内に農産物直売所が約1，000か所あり、市内で生産されている野菜の約４割が
直売により販売されている。） 

○ また、学校給食等に対し、新鮮で安全な野菜を納入する取組も幅広く行われている。 

○都市農業における生産した農産物の出荷先 ○学校給食に地元産の食材を採用している学校数の割合 

（東京都小金井市の例） 

資料：東京都教育委員会「平成22年度東京都における学校給食の実態」より 

東京都（平成21年度実績） 
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資料：農林水産省「都市農業実態調査」 

○自治体で作成している直売所マップ（例） 
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愛知県名古屋市では、
市内で収穫した米や野
菜を学校給食の献立
に使用する「みんなで
食べる！なごや産」の
日を実施している。 

○都市農業による学校給食への食材供給事例 

（名古屋市の学校給食献立表の例） 3 
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  市民農園の整備を促進するため、農地法、都市計
画法等の特例を措置。 

○ 都市農業は、都市住民による農業体験や生産者と消費者の交流の場としての役割を果たしている。  
○ 市民農園や体験農園での農作業体験を希望する都市住民は多く、これを背景として市民農園の開設は年々増加傾向にある。
また、高齢者を対象とした福祉農園、子どもを対象とした学童農園など、特徴的な取組もみられる。 

○ 一方で、特に東京都特別区等の市民農園は応募倍率が高く、需要に対して供給が追いついていない状況にある。 

（３）身近な農業体験・交流活動の場の提供 

○市民農園の開設数の推移 ○市民農園の応募率 

 
 

応募率 
（％） 

全  国 129 

東京都特別区 262 

川崎市 382 

名古屋市 415 

大阪市 275 

資料：農林水産省都市農村交流課調べ 

○市区町村アンケート 

◆市民農園の利用希望者が多いにもかかわらず、市民農園の開設が進まない  
  理由は何だと考えますか。 

資料：農林水産省都市農村交流課調べ 
    （平成22年） 

～市民農園の需要に対して供給が追いついていない理由（上位５位）～ 

資料：農林水産省都市農村交流課調べ （平成20年４月）（回答市区町村数：１２１市区町村） 

（平成22年３月末現在） 
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○市民農園に関する法令の整備 

平成元年  特定農地貸付法 制定     

  地方公共団体及び農業協同組合による市民農園
の開設を可能に。 

平成２年   市民農園整備促進法 制定  

   

  特区制度により、地方公共団体・農協以外の者に
より市民農園の開設を可能に。 

平成14年  構造改革特別区域法 制定  

   

  特区制度を全国展開。農家個人、NPO法人、一般
企業等による市民農園の開設が全国で可能に。 

平成17年  特定農地貸付法 改正  

○農作業体験の意向 
◆農作業の体験をしたいと思いますか。 

資料：東京都都政モニターアンケート結果
「東京の農業」 （回答者数：４９４名）    
（平成21年６月） 
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 ・練馬区「老人クラブ農園」 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 ・国立市社会福祉協議会「やすらぎ農園」 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
   

  
 

   練馬区では、土地の所有者か
ら農園用地を借り入れ、周辺地域
の老人クラブに無料で貸し付けを
行っている。 

  国立市社会福祉協議会では、
市内在住の70歳以上の方を対
象に、現地スタッフの指導のもと、
参加者全員で季節ごとにさまざ
まな野菜をつくる「やすらぎ農
園」を開設している。 

（参考） 多様な農業体験農園・交流活動の場の例 

農業体験農園 

屋上菜園 

学童農園 

  

福祉農園 

   高齢者などの利用に配慮した様々な農園が設置されている。 

 
  児童・生徒が自ら農作業を行うこ

とを通じて、地域農業の理解や食
育の充実などの、豊かな体験活動
の場となっている。 
（写真：大阪府吹田市の小学校） 

  農地の不足する都心では、ビル
の屋上を利用した貸し菜園の取組
みも始まっている。 
 （写真：渋谷区フィル・パーク 
      表参道屋上での取組み） 

  東京都や横浜市などでは、農園主
のきめ細かい指導のもとで利用者が
農業体験を行う「農業体験農園」が
広がりつつある。 
（写真：練馬区内の体験農園） 
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都 府 県 名 
市
区
数 

取   組   市   区 

埼 玉 県 
９ 川越市、草加市、志木市、和光市、新座市、北本市、

八潮市、三郷市、吉川市 

千 葉 県 ５ 船橋市、松戸市、習志野市、柏市、八千代市 

東 京 都 

24 世田谷区、杉並区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾

区、江戸川区、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、

調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村

山市、国分寺市、福生市、東久留米市、武蔵村山市、

稲城市、羽村市、西東京市 

神 奈 川 県 ４ 横浜市、川崎市、藤沢市、秦野市 

愛 知 県 ２ 小牧市、岩倉市 

京 都 府 ２ 城陽市、向日市 

大 阪 府 ３ 貝塚市、守口市、寝屋川市 

合 計 49  計４，７４５ヶ所、１，２７５ｈａ 

（４）防災空間の確保 

○防災協力農地の取組実施市区数の推移 

○ 建築物の密集する都市において、農地は貴重な空き地でもあり、火災時における延焼の防止や地震の際の避難場所・仮設
住宅建設用地等として多様な役割を果たし得る。 

○ 平成７年の阪神・淡路大震災の際には、都市部において仮設住宅用地の不足という事態が生じた。このことを契機として、農
家や農協、地方公共団体により防災協力農地の協定締結が進められている。 

○防災協力農地の役割（全49市区） 

○防災協力農地の案内標識（例） 

○防災協力農地の取組実施市区（平成22年3月31日現在） 

 避難場所 35  
 資材置き場等への利用 27 
 生鮮食料品の優先供給 26 
 仮設住宅建設用地 24 
 その他 8 

資料：農林水産省都市農村交流課調べ 
注：各年3月31日現在。なお、平成19年は調査をしていない。 

資料：農林水産省都市農村交流課調べ 

資料：農林水産省都市農村交流課調べ（平成22年） 

6 



（５）やすらぎや潤いをもたらす緑地空間の提供 

○ 都市農地は、市街地の中で貴重な緑地空間、水辺空間を提供しており、都市住民の生活に「やすらぎ」や「潤い」をもたらす役
割を果たしている。 

○ 住宅政策においても、農地を市街地内の貴重な緑地資源としてとらえ、農地と住宅地が調和したまちづくりを進めるとの考え
方が示されている。 

 
第３ 大都市圏における住宅の供給等及び住宅地の供
給の促進 
 １ 基本的な考え方 
  (2) 市街化区域内農地については、市街地内の貴 

重な緑地資源であることを十分に認識し、保全を
視野に入れ、農地と住宅地が調和したまちづくりな
ど計画的な利用を図る。 

○都市住民の都市農地への期待 

○住生活基本計画（全国計画）  
     平成23年3月15日閣議決定（抄） 

○都市農業に触れるための散策マップ 

資料：練馬区「練馬区区民意識意向調査」（平成19年度）。「都市農地の役割は何か」への回答
（複数回答） 
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（％） （東京都国分寺市の例） 
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○都市農業の営まれている風景 

（緑地空間を提供している練馬区内の農地の様子） 


